
議案第３５号

向日市公民館の設置及び管理に関する条例の一部改正について

向日市公民館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を制定する。

よって、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に

より、議会の議決を求める。

令和４年５月２６日提出

向日市長 安 田 守
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条例第  号 

   向日市公民館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

向日市公民館の設置及び管理に関する条例（昭和５６年条例第９号）の一部を次

のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

改   正 現   行 

（連絡等にあたる公民館） 

第３条 前条に規定する向日市中央公民館は、同

条に規定する他の公民館の連絡等にあたる公

民館とする。 

２ 前項に規定する連絡等にあたる公民館は、当

該公民館の事業のほか、公民館相互の連絡調整

に関する事業その他個々の公民館で処理する

ことが不適当と認められる事業を実施するも

のとする。 

 

（職員） （職員） 

第４条   略 第３条   略 

 

 

（管理） 

第４条 向日市物集女公民館、向日市上植野公民

館、向日市鶏冠井公民館、向日市寺戸公民館及

び向日市森本公民館は、向日市教育委員会（以

下「教育委員会」という。）が管理する。 

２ 向日市中央公民館（以下「中央公民館」とい

う。）の管理は、法人その他の団体であつて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定に基づき、向日市が指定

するもの（以下「指定管理者」という。）に行

わせる。 

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うも

のとする。 

(1) 中央公民館の使用の許可に関する業務 

(2) 中央公民館の施設及び附属設備の維持管

理に関する業務 

(3) 法第２２条に規定する事業の実施に関す

る業務 

(4) 前３号に掲げるもののほか、教育委員会
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が必要と認める業務 

（指定管理者の指定の手続） 

第６条 市長は、指定管理者を指定しようとする

ときは、規則で定める事項を明示して公募する

ものとする。ただし、公募を行わないことにつ

いて合理的な理由があるときは、この限りでな

い。 

２ 指定管理者の指定を受けようとするものは、

規則で定める申請書に事業計画書その他市長

が必要と認める書類を添えて、市長に申請しな

ければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があつたとき

は、次の各号のいずれにも該当するもののうち

から、指定管理者の候補者を選定し、議会の議

決を経て指定管理者を指定しなければならな

い。 

(1) 事業計画書の内容が市民の平等使用を確

保することができるものであること。 

(2) 事業計画書の内容が中央公民館の効用を

最大限に発揮するとともに、効果的かつ効率

的な管理が図られるものであること。 

(3) 事業計画書に沿つた管理を安定して行う

能力を有するものであること。 

４ 市長は、指定管理者の指定を行つたときは、

その旨を告示しなければならない。 

（指定管理者の管理の期間） 

第７条 指定管理者が管理を行う期間は、指定を

受けた日の属する年度の翌年度の４月１日（当

該指定を受けた日が４月１日である場合は、当

該日）から起算して５年以内とする。ただし、

再指定を妨げない。 

（協定の締結） 

第８条 指定管理者は、教育委員会と中央公民館

の管理に関する協定を締結しなければならな

い。 

２ 前項の協定には、次に掲げる事項を定めるも

のとする。 

(1) 指定期間に関する事項 

(2) 事業計画に関する事項 
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(3) 中央公民館の管理に要する費用に関する

事項 

(4) 中央公民館の使用者等に係る個人情報

（向日市個人情報保護条例（平成１６年条例

第１号）第２条第１号に規定する個人情報を

いう。以下同じ。）の保護に関する事項 

(5) 中央公民館の管理を行うに当たつて保有

する情報の公開に関する事項 

(6) 事業報告書に記載すべき事項 

(7) その他教育委員会が必要と認める事項 

（事業報告書の作成及び提出） 

第９条 指定管理者は、毎年度終了後１か月以内

に、次に掲げる事項を記載した事業報告書を作

成し、教育委員会に提出しなければならない。

ただし、年度途中において第１１条第１項の規

定により指定を取り消されたときは、その取り

消された日から起算して１４日以内に、当該年

度の取り消された日までの間の事業報告書を

提出しなければならない。 

(1) 中央公民館の管理業務の実施状況及び使

用状況 

(2) 中央公民館の管理に係る経費の収支状況 

(3) 前２号に掲げるもののほか、指定管理者

による中央公民館の管理の実態を把握する

ために必要なものとして教育委員会が定め

る事項 

（業務報告の聴取等） 

第１０条 教育委員会は、中央公民館の管理の適

正を期するため、指定管理者に対して、その管

理の業務及び経理の状況について定期又は必

要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、

又は必要な指示をすることができる。 

（指定の取消し等） 

第１１条 市長は、指定管理者が前条の指示に従

わないときその他指定管理者の責めに帰すべ

き事由により当該指定管理者による管理を継

続することができないと認めるときは、その指

定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の

全部若しくは一部の停止を命じることができ
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る。 

２ 第６条第４項の規定は、前項の規定により指

定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて

管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じ

た場合について準用する。 

３ 第１項の規定により指定を取り消し、又は期

間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の

停止を命じた場合において、指定管理者に損害

が生じても、市は、その賠償の責めを負わない。 

（開館時間） 

第１２条 公民館の開館時間は、午前９時から午

後９時３０分までとし、実際に使用する時間の

ほか、その準備及び原状に回復するために要す

る時間を含むものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、館長が特別の事情

があると認めた場合は、開館時間を短縮又は延

長することができる。 

（休館日） 

第１３条 公民館の休館日は、次のとおりとす

る。 

(1) 日曜日（中央公民館及び向日市寺戸公民

館を除く。） 

(2) 月曜日（向日市寺戸公民館に限る。） 

(3) 国民の祝日に関する法律（昭和２３法律

第１７８号）に規定する休日（中央公民館を

除く。） 

(4) １月１日から同月４日まで及び１２月２

８日から同月３１日まで 

(5) 前各号の規定にかかわらず、館長が特別

の事情があると認めた場合は、教育委員会の

承認を得て、休館日を変更し、又は臨時に設

けることができる。 

（使用の許可） 

第１４条 公民館を使用しようとする者（以下

「使用申請者」という。）は、あらかじめ館長

の許可を受けなければならない。 

２ 館長は、前項の許可に、公民館の管理運営上

必要な条件を付すことができる。 

（使用の制限） 
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第１５条 館長は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、使用を許可せず、又は使用の許可を

取り消し、若しくは使用の停止を命ずることが

できる。 

(1) 使用申請者又は使用の許可を受けた者

（以下「使用者」という。）が、法第２３条

及びこの条例又はこれに基づく規則に違反

したとき。 

(2) 公民館の使用が公の秩序若しくは善良の

風俗に反し、又は公益を害するおそれがある

とき。 

(3) 公民館の使用により公民館の施設又は附

属設備を損傷するおそれがあるとき。 

(4) 公民館の管理運営上支障があるとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、公民館の使

用が適当でないと認めるとき。 

（原状回復義務） 

第１６条 指定管理者は、その指定の期間が満了

したとき又は第１１条第１項の規定により指

定を取り消され、若しくは期間を定めて管理の

業務の全部若しくは一部の停止を命じられた

ときは、その管理しなくなつた施設又は附属設

備を速やかに原状に回復しなければならない。

ただし、教育委員会の承認を得たときは、この

限りでない。 

２ 使用者は、その使用が終わつたとき又は前条

の規定により許可を取り消され、若しくは使用

の中止若しくは退去を命じられたときは、その

使用した施設又は附属設備を速やかに原状に

回復しなければならない。ただし、館長の承認

を得たときは、この限りでない。 

（損害賠償義務） 

第１７条 指定管理者又は使用者の責めに帰す

べき理由によつて、施設又は附属設備を損傷

し、又は滅失させた場合は、指定管理者又は使

用者においてその損害を賠償しなければなら

ない。ただし、教育委員会が特別の事情がある

と認めるときは、この限りでない。 

（守秘義務） 



-6- 

第１８条 指定管理者は、個人情報の漏えいの防

止その他個人情報の適切な管理のために必要

な措置を講じなければならない。 

２ 指定管理者及び公民館の業務に従事してい

る者は、業務上知り得た秘密を漏らし、又は不

当な目的に使用してはならない。指定管理者の

指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消さ

れ、又はその職を退いた後においても、同様と

する。 

（読替規定） 

第１９条 第１２条第２項、第１３条第５号、第

１４条第１項及び第２項、第１５条並びに第１

６条第２項までの規定は、第４条第２項の規定

による指定管理者について準用する。この場合

において、第１２条第２項中「館長が特別の事

情があると認めた場合は、」とあるのは「指定

管理者が特別の事情があると認めた場合は、教

育委員会の承認を得て」と、第１３条第５号、

第１４条第１項及び第２項、第１５条並びに第

１６条第２項中「館長」とあるのは「指定管理

者」と読み替えるものとする。 

（委任） （委任） 

第５条   略 第２０条   略 

別表 別表 

名称 位置 

向日市中央公

民館 

向日市寺戸町中野２０番地    

向日市物集女

公民館 

向日市物集女町中条２６番地 

向日市上植野

公民館 

向日市上植野町西小路１５番地 

向日市鶏冠井

公民館 

向日市鶏冠井町御屋敷２６番地 

向日市寺戸公

民館 

向日市寺戸町初田１８番地 

向日市森本公

民館 

向日市森本町前田６番地の７ 

 

名称 位置 

向日市中央公

民館 

向日市寺戸町中ノ段１７番地の１ 

向日市物集女

公民館 

向日市物集女町中条２６番地 

向日市上植野

公民館 

向日市上植野町西小路１５番地 

向日市鶏冠井

公民館 

向日市鶏冠井町御屋敷２６番地 

向日市寺戸公

民館 

向日市寺戸町初田１８番地 

向日市森本公

民館 

向日市森本町前田６番地の７ 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 


